
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title 地域における創業の動向と要因の分析

Author(s) 長田, 直俊; 渡辺, 千仭

Citation 年次学術大会講演要旨集, 16: 317-320

Issue Date 2001-10-19

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6662

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



2B06 地域における 創業の動向と 要因の分析 

0 長田直 俊 ( 日本規格協会 ) , 渡辺 千匁 ( 東工大社会理工 ) 

1.  序論 
いわゆる「バブル 経済」の崩壊後、 長期低迷を続ける 我が国経済 

の活性化の担い 手として、 ベンチャ一企業が 注目を集めている。 

l990 年代はわが国にとって「失われた l0 年」 と呼ばれたとうに、 

経済面での低迷ぶりばかりが、 目に付いたのに 対し、 同時期の米国 

経済は @T 産業の成長等に 支えられ、 長期にわたるめざましい 復活 

を遂げ、 いわ める「ニューエコノミー」と 呼ばれる様相を 呈した。 

そして、 その担い手となったべンチャ 一企業には、 わが 国 ㈹経済再 

生の原動力としても 大きな期待が 寄せられ、 最近時まで「第 3 次ベ 

ンチャーブーム」とまでいわれる 社会現象を生じさせた。 

政府も、 こうした状況を 踏まえ、 l899 年 l2 月、 約 l/3 世紀 (36 

年 ) ぶりに、 中小企業政策の 基本をなす「中小企業基本法」を 改正 

し 、 大企業の下の 中小企業という 2 重 構造論的中小企業観を 廃し、 

ベンチヤ一企業支援を 中小企業政策の 主要な柱の一つに 位置づけ 

た   

2.2 地域経済と創業及 び べンチヤ一企業との 分析 
地域経済と創業及びべンチャ 一企業との分析では、 次のことを行 

  
① 歴史的に見た 日本全体㈹開業率、 廃業率と経済成長率山相 

関の分析、 

② 1980 年代及び 1990 年代の都道府県別事業所増加数と 県内 
純生産との 関連の分析、 

③ 1980 年代及び 1990 年代㈹都道府県別ベンチヤ 一企業数と 

県内総生産と㈹ 関連㈹分析、 

④ 都道府県別事業所増加数とべンチヤ 一企業数との 相関㈹ 

分析、 
⑤ 人口当たり事業所増加数及びべンチヤ 一企業数の分析に 

よる特色あ る地域㈲抽出   

2.3 地域の創業及びべンチャ 一企業と他の 要因との 
国際的にも、 OECD などで、 ベンチャ一企業や 創業と経済成長の 
関係が論じられるようになっており、 起業家活動の 国際比較を行っ 

ている国際研究プロジェクト GlobalEnlrepreneurshipMonilor によれ 

ば、 起業家活動と 国の経済成長の 間には、 高い相関があ ることが報 

告されている。 

本研究では、 わが国の都道府県別データを 墓に、 創業数及び べン 

チャ一企業数と 経済成長との 相関を概観し、 それらの地域的な 特色 

を抽出する。 さらに創業数及びべンチャ 一企業数と他の 指数と㈹相 

関を分析し、 創業及びべンチャー 活動を盛んにし、 地域経済㈹活性 

化を図るには、 いかなる要因に 着目すべきかを 明らかにする。 

相関の分析 
本分析では、 80 年代、 90 年代の各々に っ L@ て 、 地域の事業所増 

加数及びべンチャ 一企業数と、 創業及びべンチャ 一企業の成長に 影 

響を与えうる 諸要因と㈹関係の 多変量解析を 行い、 その影響の度合 

いについて考察する。 

具体的には、 事業所増加数及びべンチャ 一企業数を目的変量とし   

創業希望者数、 特許出願 数 、 大学院生数、 公設試験研究所経費、 新 

規開業貸付 額 ( 国民金融公庫 ) 、 貸出金額 ( 全金融機関 ) 、 中小企業 

診断士 数 、 製造業付加価値 額 、 事業所数、 選択可能情報量及び 人口 

密度を説明変量として 重 回帰分析を行 う n -l/j 際 、 都道府県別㈹ 業 

2.  分析手法 

2.1 使用チータ と 定義 
本分析では、 地域における 起業家活動の 指標として、 事業所・企 

業統計調査報告 (1991 年以前は事業所統計調査報告 ) による事業 
所数 ( 新設事業所数 ) と日経ベンチャービジネス 年鑑によるべンチ 

種別内訳データ㈹ 取得が可能な 事業所増加数については、 業種別事 

業所増加数についても 分析を行い、 業種ごと㈹特性についてわ 考察 

する。 
ただし、 諸要因㈹データのうち、 80 年代 ぴ ) ヂ一タ が入手不可能 

なものも多いので、 分析内容は 90 年代に比し、 80 年代 [@)t, のは精 

度がおらる t, のとなる。 

ャ 一企業数を採用している。 

ベンチヤ一企業については、 統一された明確な 定義は存在しない   

もちろん公式な 統計も存在しない。 本分析に用いた 日経ベンチャー 

ビジネス年鑑は、 作成者としての 日本経済新聞社及び 日経産業消費 

研究所が個別ベンチで 一企業のデータを 豊富に有していること、 既 

に 13 年にわたる発刊実績を 有していること 等により、 ベンチャー 

企業の範囲を 示すものとして 適当と考え、 採用したものであ る。 

対象企業の基準 ( ベンチヤ一の 定義 ) としては、 ①独自の技術、 

ノウハウを持っている。 ②ここ数年の 成長率が高い。 ③会社設立後 

比較的若い企業、 もしくは社歴が 古くても最近業種転換した 企業。 

等を基準として 選定しており、 業績や資本金、 従業員規模など 画一 

的な基準は設けていない。 また、 1999 年調査の場合、 Eioo0 社を予 

め 抽出し・回答㈲あ った 2592 社を午 鑑 に掲載している。 ・ 

2.4 説明変量 

創業希望者数 : 創業希望音数は 創業数に直接的に 大きな影響を 与 

えることが推定される ，総務庁統計局㈲「就業構造基本調査報告 j 

の結果より集計できるが、 報告書には該当数値は 記載されてお ，， 吋 "   

1997 年分のみ 原 データを加工したものを 採用した， 

特許出願 数 : ペンチャ一企業㈹ 創業、 成長に必要な 技術力㈹成果 

を表すⅠ つり 指標として、 特許出願数を 選定した。 同種のデータと 

して実用新案数等があ る。 技術力 は ついては、 こ ㈲ようなアウトプ   

ットの数値㈹ 外に、 次に述べる大学院生のような 技術を生 - み出す人 

材、 施設等の指標も 検討対象となる。 ただし、 技術関係の指標は、 

製造業のべンチャ 一企業には大きな 影響を与えると 考えられる " 、 
流通業、 サービス業等の 関係㈲ベンチャ 一企業に は 、 さほど大きな 

影響を与えないと t, 考えられる 0 ( 特許庁公報 : 特許庁 ) 

l 鈴木   千葉の興銀調査 279 では   ベンチャービジネ 、 ス ㈹定義を   C. 成長 
      恵成長を遂げていること                         大企業などの 資本 そ ㈹他による文 
配を受けていないこと   ③新規性     技術や事業ノウハウに 従来にないものが 
含まれていること   ④設立からの 期間がめじかいこと   をあ げている   

大学院生数 : 技術ポテンシャル㈹ 一つの指標。 同様の性格を 持っ 

指標としては、 大学・学部学生数、 高等専門学校学生数、 試験研究 

機関研究者数等が 考えられるが、 データの長期的な 存在の有無等か 

らこの指標を 採用した。 ( 学校基本調査 : 文部省 ) 
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公設試験研究機関に 係る経費 : 技術の創造・ 移転に要する 費用㈹ 

指標として選定。 同種の指標として 理科系高等教育機関に 係る経費 
があ る。 いずれも整理されたデータは l0 年程度遡れるもの " 存在 
するのみ。 地方公共団体が 政策手段として 最近 こ ㈹分野を強化して 

いるところから、 その政策評価的な 意味合いも含め 採り上げた。 ( 地 

域における科学技術振興に 関する調査研究 : 科学技術庁 ) 

新規開業貸付 ( 国民金融公庫 ) : ベンチャ一企業の 創業、 成長に 
は資金調達が 欠かせない要件であ る、 本来ベンチャ 一企業の資金調 

達には、 直接金融であ る出資による 資金調達が適切であ るといわれ 

るが、 わが国ではまだべンチヤ 一 キャビダルが 十分に機能しておら 

ず、 都道府県別データも 存在しない。 間接金融は、 信用 力 ㈹低いべ 

ンチャ一企業にはなじみにくく、 一般的に調達が 難しいといわ ォ 「・て 

いるが、 政府系機関であ る国民金融公庫の 新規開業貸付は、 創業者、 

ベンチャ一企業の 活用の度合いが 比較的高い。 都道府県別 ヂ一タ 

( ただし沖縄県では 貸付を行っていない。 ) わ 数年前より公表され 

ており、 指標として採用した。 なお、 起業家が利用可能な 政府系貸 

付制度は覚に。 M, 存在する。 ( 国民金融公庫業務統計年報 : 国民金融 

公庫 ) 

貸出金額 : 都道府県別に 見た全金融機関の 貸出金額。 ただし、 大 

企業等への貸し 出しが大きな 比重を占めるので、 ベンチャ一企業、 

起業家との関連は、 さほど高くないといわれる ， ( 都道府県別経済 

統計 : 日本銀行調査局 ) 

中小企業診断士 数 : 中小企業を支援する 人材・機関等を 代表する 

データとして 中小企業診断士 cn 登録者数を選定．都道府県別で 過去 

に遡って抽出できるデータとしては、 ほとんど唯一㈹も㈹と 推定さ 

れる。 ただし、 現在データとして 取得できる㈹は 十余年前まで 程度。 

( 通商産業省中小企業庁 ) 

製造業付加価値 額 : 地域経済に大きな 影響を持っビジネス 環境要 

因として、 製造業付加価値額を 選定     こ ㈹金額は波及範囲が 比較的 

広く、 製造業関連産業には 大きな影響を 与えると考え。 れる " 、 サ 

ービス業の一部等には、 影響度 " 小さいと考えられろ・ ( 工業統計 

表 : 通商産業省 ) 

事業所数 : 同じくビジネ 、 ス 環境要因として 製造業以外の 産業をも 

考慮に入れたデータとして 総事業所数も 変量として選定。 ( 事業 

所，企業統計調査報告 : 総務庁統計局 ) 

選択可能情報量 : 今後の企業立地に 少なからぬ影響を 与える可能 

性のあ る要因として 情報取得の容易性を 考慮。 データは 1975 年ま 
で遡れる。 ( 情報流通センサス 調査 : 郵政省 ) 

人口密度 : 企業㈲立地に 影響を及ぼす 要因として人口密度にも 着 

目，需要の創出、 従業員㈲供給等を 通じて起業家活動等に 影響を与 

える可能性があ る。 ( 国勢調査報告 : 総理府統計局 ) 

3. 分析結果とその 評価 

3.1 地域経済と創業及びべンチヤ 一企業の分析結果 
① 1966 年より 1996 年まで㈹開業率と GDP 成長率の相関を 分 
析すると有意な 相関関係が見られた   ，他方、 廃業率と㎝ p 

成長率と㈹間には、 有意な相関関係は 見られれか つた   ．少 

なくとも最近の 30 年間においては、 わが国全体を 見ると、 

経済成長率と 開業率との間に、 かなり㈹相関関係がわった 

ことがわかる。 そして、 開業率の低下と 共に GDP 成長率も 
徐々に低下し、 最近では経済㈹ 再 活性化㈹必要性が 強く主 

張されている。 しかし従来の 両者の関係が 継続する限り、 

経済再生のためには、 起業家活動を 活発化し、 開業率を高 

める必要性があ るといえる， 
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共に落ち込んでおり、 ベンチャ一企業数と 県内総生産の 伸 

びはばらつく 傾向にあ った。 

表 2  ベンチヤ一企業数 x  と県内総生産 ノ との相関 

関数式 : 直線 ア 三 %  +  b  としたとき 

年代及び対象地域   み 相関係数 

1990@@@( ， 93- ， 98) 0 ． 871 334. 5 0. 300 

1980 年代未 (,87-,91) 33.90 917. 8 0. 939 

④ 事業所増加数とべンチャ 一企業数との 間にも、 高い相関関 

係が見いだされる。 (90 年代 : 相関係数 0 ． 909)  ただし、 

事業所増加数 ( 新規事業所数 ) とべンチャ一企業数では、 

その業種別内訳に 大きな隔たりがあ り、 新規事業所では 流 

通業の事業所が 52% と圧倒的に多く、 以下サービス・ そ ㈹ 
他 、 住宅・建設と 続き、 製造業はわずか 研に過ぎないのに 

対し、 ベンチャ一企業数では、 製造業が 60% を占め、 以下 
サービス・ そ ㈹ 他 、 流通業、 住宅・建設と 続く " こ ㈹業種 

構成の相違が、 以下の他の変量との 関係に大きな 相違をも 

たらしていると 考えられる。 

  
外枠   新規 ウ 某所 倣                   
内枠   ベンチャー全集 倣 l999 

図 3  新規事業所数とべンチヤ 一企業数の比較 

⑤ 人口当たりの 新規事業所数 (1996) とべンチヤ一企業数 
(1999) を比較すると、 前者は一般的に 都市地域で高い 数 
値を示し、 その他の地域では、 沖縄、 宮崎、 石川、 高知が 

あ げられる程度なのに 対して、 後者は都市地域以覚の 県で 

も比較的高い 数値を示す所があ る。 徳島、 福井、 静岡、 和 

歌山、 長野などの一群であ る。 これらの県では 何故ベンチ 

ャ一企業が創業、 成長しやすいのか、 これも他の要因との 

相関で明らかにしたい   占であ る   

表 3  人口当たり新規事業所数と (l996-l999) ベンチャ一企業数 
(l999) で高い数値を 示す地域 
新規事業所数 ベンチヤ一企業数 

大都市地域 それ以外 大都市地域 それ以外 

大変 東ア                     @@il 仕れ                   束 芳       億 l.:@ 徳用           

活発 大阪         福井 31.4 

兵庫           神岡           kl な                                       

  宮崎                                               和歌 @ll     4. l       
愛知                                                                                         

やや Ⅰ ヒ @ な通             
l 。 E. サ毛 {, 」 1l                         1g. j 

                  @. ド 1 

  ド均 l. Ⅲけ七出 ノ J)   

3.2 地域の創業と 他の要因との 相関の分析結果 
表 4 は今回用いた 変量間の相関行列であ る。 

また、 表 5 は、 それらの変量 と 全産業、 及び比重の高 い 4 つの業 

種、 すなわち建設業、 製造業、 卸売・小売業・ 飲食店、 サービス業 

の新規事業所数の 重回帰分析を 行った結果であ る。 それぞれ lZ) 業種 

について、 80 年代後半と 90 年代後半の 2 つの時期について 重 相関 

㈹度合いと各変量と㈹ 相関の有意性をまとめている。 

時代により、 業種により、 特色のあ る結果が出ているが、 各時代、 

全ての業種を 通じていつも 高い有意性を 示しているのが、 事業所の 

数であ る。 新しい事業所は 既存の事業所の 集積 (r) 上に成り立っ、 す 

なわち他の経済主体が 多く、 集積 度 が高いところにあ らゆる新規 事 

業所は設立される 傾向にあ る。 

次に各業種に 比較的共通して 影響を与えているのが、 国民金融公 

庫の新規開業貸付額であ る， こ ㈹制度 は 1980 年に創設されている 
が、 貸付 額 が公表されているのは、 最近数年であ る・ 従ゥて 80 年 

代のデータはないが、 90 年代においては、 全産業及び製造業を 除 

く 他 ㈹ じ 業種に有意な 影響を与えている。 起業家にとって、 身近で 

調達可能な資金の 重要性が極めて 高いことを表していると 考えら 

れる。 翻れば、 資金調達が容易な 環境を整えれば、 起業が活発化す 

る可能性を示唆している。 

これも、 90 年代㈹データしかないが、 全産業、 建設業、 サービ 

ス業には、 創業希望者数が 有意な相関を 有していろ。 これは、 指数 

の性格上当然といえば 当然の結果であ るが、 これらの業種について 

は 、 希望が実現と 結びやすい何らかの 事情があ る可能性もあ る， 

他方、 80 年代はあ らゆる業種の 創業に大きな 影響を与えていだ 

が、 90 年代になって、 影響の度合いが 著しく低下したと 考え ，， れ 
るのが、 製造業付加価値額であ る， 80 年代は製造業 " リード役と 

なったわが国経済も、 90 年代になって 、 大きく様相を 異にしてき 

たと考えられる ， 

選択可能情報量も、 80 年代には、 各業種㈹創業に 影響を与えて 
いたと考えられるが、 90 年代には、 影響度が低下している。 90 年 

代に入って様々な 情報媒体の登場により、 そ ㈹流通 " 一挙に加速さ 

れ、 貴重性が低下したとも 考えられる。 

以上の外、 各業種ごとに 特徴を見てみると、 全産業においては、 

80 年代に人口密度が 有意な相関を 示している・ 80 年・代は、 製品 ヤ 
サービスの需要や 人材の供給を 通じて、 人口密度が創業に 影響を与 

えた㈹に対し、 90 年代はその影響度が 低下したと考えられる。 

建設業では、 恐らく顧客先との 関連であ ろうが、 貸出金額との 相 

関が 80 年代、 90 年代を通じて 顕著に見られる。 また、 記述のよう 
に、 80 年代大きな要因であ った製造業、 情報との関連が、 90 年に 
は 有意では無くなっている。 

製造業では、 他 ㈹業種には見られなかった 要因が影響を 与えてい 

る， 90 年代になって、 特許出願件数、 大学院生数、 公設試験研究 

明㈹経費という 技術関連の指標がいずれも 有意性を示している - 研 

究開発の重要性が、 90 年代に飛躍的に 増加しだ結果と 考えられる - 

また、 80 年代では、 貸出金額、 製造業付加価値 額 、 人口密度等と 

相関が見られたのに 対し、 90 年代には中小企業診断士との 関連の 

有意性が見られるよ う になっている。 他の製造業との 関連が強く、 

資金・人材の 調達が創業の 高い要因であ った製造業も 企業経営に対 

する支援体制が 高いところに 創業するように 変わってきている。 

卸売・小売業・ 飲食店では、 既に全体について 述べてきた特徴。 ; 

顕著に出ているが、 やはり、 80 年代に高い有意性㈹あ った製造業 

付加価値 額 と選択可能情報量が、 90 年代になってその 有意性を喪 
失している点 " 注目される， 

サービス業も 同様な傾向が 見られるが、 その他 80 年代に人口密 

度 " 、 90 年代に中小企業診断士 数 が有意性を持っているのが 注目 
される。 需要先から経営支援体制へ 創業の要因が 変化している。 創 

美希望者数との 関連の有意性が 高いのもサービス 業の特徴であ る   
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表 4  挺六間の相関 (90 年代後半 ) 

  
Ⅰ創業希望者数 Ⅰ・ 000 

2 特許出願件数 0.841 Ⅰ． 000 

3 大学院生数 0.854 0.952 1.000 
4 公設 訳 経費 0-693 0.540 0.618 1.000 

5 新規開業貸付 0.936 0.843 0.858 0.661 Ⅰ． 000 

6  貸 ff さ注額 0.854 0.991 0.964 0-598 0.864 Ⅰ． 000 

7 中食診断十数 0.863 0.992 0.962 0.585 0.846 0-995 Ⅰ． 000 
8  製造業付加価値 額 0 ． 829  0 ． 560  0 ． 580  0 ． 519  0 ． 767  0 ． 560  0 ． 58]  1.000 

9 事業所数 0.969 0.859 0.876 0.727 0.968 0.883 0.876 0.825 Ⅰ・ 000 

10  選択可能情報Ⅰ 0 ． 989  0 ． 807  0.821  0.678  0 ． 923  0 ． 823  0 ． 833  0 ． 860  0 ． 961  ].000 

Ⅱ人口密度 0.935 0.870 0.8 Ⅰ 5 0.505 0.911 0.849 0.856 0.734 0.898 0.913 l.000 

12 新規事業所数 0.974 0.888 0.902 0.726 0.972 0.911 0.905 0 ． 783 0.993 0.958 0.913 1.000 

表 5  新規事業所と 諸要因の相関関係 4. 考察及び今後の 課題 
本分析においては、 起業家活動と 地域の経済成長は 密接な関係に 

あ り、 地域経済の活性化のためには、 起業家活動を 活発化させ、 い 

わゆるべンチャ 一企業を輩出する 必 、 要があ ること。 そ ㈹ためには   

様々な関連要因がわるが、 そ ㈲ う ち創業・ベンチャー 活動の活発化 

と 関連の深い要因について、 活発化させろ 手段があ れば、 地域振興 

の たぬ ㈹政策手段として 有効であ ろ 二と 、 またそれは創業・ 成長を 

期待する業種によって 、 異なるを ，の 可能性 " わるという知見 " 得 し 
れた。 

分析㈹過程において、 手法上都道府県別に 明確な数値の 無い要因 

の 分析ができにくかったこと、 ベンチャ一企業の 振興に通常必要と 

される政策手段㈹ほとんどが、 こうした数値化になかなかなじまな 

いこと等により、 必 、 ずしもべンチャ 一企業振興策㈹ 有効性の検証 ま 
" 。 ' " "" '" 有寸 "           
注 2) 一は 、 その年代のチータが 人手不可能なもの 

ではできなかったが、 今後こうしたデータ 上 (7) 制約が、 改善されれ 

ば 、 さらに深い分析が 可能となると 考えられる     

また、 今回、 新規事業所及びべンチャ 一企業数㈹多 い 特定地域に 

3.3 地域のべンチャ 一企業と他の 要因との相関の 分 対する分析が 十分にできなかったが、 この点をさらに 深く分析すれ 

析 結果 ば 、 創業・成長とそ㈹ 要因が立体的に 把握され、 有意義な結果 力 ; 得 

ベンチャ一企業数と 諸要因の相関関係では、 県 ごとの業種数㈹ ヂ られる可能性があ る。 

一タが 存在せず業種別の 分析ができなかった。 また全産業について なお、 今回の分析では、 新規開業数及びべンチャ 一企業数が中 L   

も 各要因と企業数との 間に顕著な有意性は、 確認されなかった。 わ 的 役割を占めるが、 前者については、 調査年次が限られている 二と   

ずかに 80 年代は有意性のあ る要因が 1 つも確認できなかったのに 各年別の新規開業数が 必ずしも明確に 把握できないという 統計上 

対し、 90 年代には中小企業診断士 数 、 事業所数に有意性が 見られ ㈲制約があ り、 後者については、 客観的な定義と 数㈹把握が必ずし 

だ。 事業所の集積が 創業の重要な 要因であ ることは新規事業所の 所 もできず、 またデータ量も 限られているという 大きな問題。 ; あ る       

で 述べたとおりであ るが、 中小企業診断士に 代表される支援体制が   

有意性を示してきたことが 注目される。 
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